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(57)【要約】
【課題】設計や構成の複雑化を抑制しつつ、効果的に小
型化を実現することが可能なアンテナ装置を提供するこ
とを目的とする。
【解決手段】無線通信モジュール１は、第一地板２上に
高周波回路基板３が垂直に立設されて構成されている。
高周波回路基板３は、その両端にそれぞれ高周波送受信
回路６，７が形成されており、また、これら各高周波送
受信回路６，７の接地電位となる第二地板４が形成され
ている。そして、各高周波送受信回路６，７からの各給
電ライン２３，２８は、それぞれ第一地板２に接続され
ており、各高周波送受信回路６，７からの給電の各グラ
ンドライン２４，２９は、高周波回路基板３の第二地板
４に接続されている。このような構成により、第二地板
４の両端にはそれぞれ垂直方向の励振電流が流れ、これ
により垂直偏波の送受信が可能となる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一地板と、
　電波にて送受信される送受信信号が入出力される少なくとも一つの高周波送受信回路及
びその高周波送受信回路の接地電位となる第二地板が形成された回路基板であって、その
第二地板の板面が前記第一地板の板面に対して交差するようにその第一地板上に配置され
た高周波回路基板と、
　を備え、
　前記第一地板と前記第二地板とは、少なくとも、前記送受信信号の周波数の信号に対し
て絶縁状態となるように構成されており、
　前記高周波送受信回路による前記送受信信号の給電はその高周波送受信回路毎に不平衡
給電により行われ、前記高周波送受信回路毎に、前記不平衡給電における給電ラインは前
記第一地板に接続され、その不平衡給電におけるグランドラインは前記第二地板に接続さ
れている
　ことを特徴とするアンテナ装置。
【請求項２】
　請求項１に記載のアンテナ装置であって、
　前記高周波回路基板には、複数の前記高周波送受信回路が形成されており、
　前記各高周波送受信回路における、前記給電ラインと前記第一地板との接続点である給
電点の各々、及び前記グランドラインと前記第二地板との接続点であるグランド接続点の
各々は、いずれも、前記第一地板の板面に平行で且つ前記第二地板の板面に平行な方向で
ある基板水平方向において離間するように配置されている
　ことを特徴とするアンテナ装置。
【請求項３】
　請求項２に記載のアンテナ装置であって、
　前記高周波回路基板には、少なくとも２つの前記高周波送受信回路が形成されており、
　その２つの高周波送受信回路における前記各グランド接続点の一方は、前記高周波回路
基板における前記基板水平方向の両端のうち一端を含む所定の第１端部領域内に配置され
、その各グランド接続点の他方は、前記両端のうち他端を含む所定の第２端部領域内に配
置されている
　ことを特徴とするアンテナ装置。
【請求項４】
　請求項１～請求項３の何れか１項に記載のアンテナ装置であって、
　前記高周波回路基板には、少なくとも、外部機器から前記高周波送受信回路の動作用電
源を供給するための外部電源線、及び前記外部機器のグランドと接続された外部グランド
線が接続されており、
　当該アンテナ装置は、前記絶縁状態を実現するために前記外部電源線及び前記外部グラ
ンド線のうち少なくとも前記外部グランド線において直列に接続された、少なくとも前記
送受信信号の周波数の信号に対するインピーダンスが所定の高インピーダンス値以上であ
って少なくとも直流に対しては前記高インピーダンス値よりも低い所定の低インピーダン
ス値以下であるようなインピーダンス素子を備えている
　ことを特徴とするアンテナ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主に移動体通信に用いられるアンテナ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えばＧＰＳや車車間通信、路車間通信等の各種通信を行うために車両に搭載さ
れるアンテナに対しては、良好な送受信性能が要求されると共に、小型化も要求されてい
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る。
【０００３】
　特に近年、これら各種通信を実現するためにその通信の種類毎に構成される、アンテナ
を含む無線通信モジュールを、同じ一つの場所（例えば車両のルーフ上における所定の場
所）にまとめて配置する要請がある。そのため、アンテナを含む各種無線通信モジュール
の小型化がより一層求められている。
【０００４】
　これに対し、例えば特許文献１には、アンテナを含む無線通信モジュールを小型化する
ための一手法が開示されている。この特許文献１に記載のアンテナ装置は、無線端末のグ
ランドであるグランド構造物の上に高周波回路基板が搭載されてなるものであり、その回
路基板の一端に給電点を設けると共に他端に可変容量リアクタンス素子を設け、回路基板
の一端側に設けられた給電点は、その一端が回路基板の地導体の一端側に接続されて他端
が第１の接触端子を介してグランド構造物に接続され、回路基板の他端側に設けられた可
変容量リアクタンス素子は、その一端が回路基板の地導体の他端側に接続されて他端が第
２の接触端子を介してグランド構造物に接続されている。
【０００５】
　このような構成により、給電点の一端から第１の接触端子、グランド構造物、第２の接
触端子、可変容量リアクタンス素子、及び地導体を経て給電点の他端に至る電流ループが
形成され、これによりアンテナ素子を用いることなく、アンテナとしての放射パターン形
状が実現されて小型化を可能としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－２０５６０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献１に記載のアンテナ装置では、アンテナ素子を用いることなく
アンテナとしての放射パターン形状を実現できてはいるものの、回路基板の両端にそれぞ
れ給電点及び可変容量リアクタンス素子を配置して一つのアンテナとしての機能が実現さ
れるため、小型化が効果的に実現できているとは言い難い。
【０００８】
　しかも、特許文献１に記載のアンテナ装置は、上述したような電流ループが形成される
ことから、グランド構造物及び地導体の双方が放射源となり、よって双方を考慮した設計
が必要となる。そのため、アンテナ装置の設計が複雑化し、またアンテナ装置の構造自体
も複雑化するおそれがある。
【０００９】
　本発明は上記課題に鑑みなされたものであり、設計や構成の複雑化を抑制しつつ、効果
的に小型化を実現することが可能なアンテナ装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するためになされた請求項１に記載の発明は、第一地板と、この第一地
板上に配置された高周波回路基板とを備えたものである。高周波回路基板は、電波にて送
受信される送受信信号が入出力される少なくとも一つの高周波送受信回路及びその高周波
送受信回路の接地電位となる第二地板が形成された回路基板であって、その第二地板の板
面が第一地板の板面に対して交差するようにその第一地板上に配置されている。また、第
一地板と第二地板とは、少なくとも、送受信信号の周波数の信号に対して絶縁状態となる
ように構成されている。
【００１１】
　そして、高周波送受信回路による送受信信号の給電はその高周波送受信回路毎に不平衡
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給電により行われ、高周波送受信回路毎に、不平衡給電における給電ラインは第一地板に
接続され、その不平衡給電におけるグランドラインは第二地板に接続されている。
【００１２】
　このように構成されたアンテナ装置は、高周波送受信回路からの給電ラインは第一地板
に接続されてグランドラインは高周波回路基板の第二地板に接続され、第一地板と第二地
板とは絶縁状態になっているという、特徴的構成を有している。
【００１３】
　このような構成により、第一地板に対して高周波回路基板の第二地板が高周波的に浮い
た状態となり、給電ラインから第一地板への給電によって、高周波回路基板の第二地板の
電位が変動する。これにより、第二地板におけるグランドラインの接続部近傍に電流が励
振され、その励振電流によって、別途アンテナ素子を設けることなく、アンテナとしての
機能が実現される。
【００１４】
　また、第二地板は、第一地板に対して各々の板面が交差するように配置されていること
から、その励振電流には少なくとも第一地板に対して垂直方向の電流成分も含まれ、よっ
てその垂直方向の偏波（垂直偏波）成分の電波の送受信が可能となる。この垂直方向の電
流成分により、本発明のアンテナ装置は、高周波回路基板の第二地板を用いた垂直モノポ
ールが形成されていると見なすことができる。
【００１５】
　従って、本発明のアンテナ装置によれば、高周波送受信回路からの給電ラインは第一地
板に接続してグランドラインは高周波回路基板の第二地板に接続するという簡素な構成で
、別途アンテナ素子を設けることなく垂直偏波を良好に送受信することができる。そのた
め、設計や構成の複雑化を抑制しつつ、効果的に小型化を実現することが可能となる。
【００１６】
　尚、高周波送受信回路の具体的構成は種々考えられ、例えば、送受信信号の増幅或いは
周波数変換などの、送受信信号に対する何らかのアナログ信号処理を行う機能持った回路
構成などが考えられる。
【００１７】
　また、絶縁状態とは、必ずしも電気的、物理的に全く接続されていない状態のみを意味
するものではなく、送受信信号の周波数に対しては高いインピーダンス（所定のインピー
ダンス値以上）となっているような状態も含む概念である。
【００１８】
　また、第一地板と第二地板の配置関係、より具体的には双方の板面がなす角度は、第一
地板の板面に対して垂直な方向の偏波（垂直偏波）成分の電波を良好に送受信可能な（例
えば垂直偏波成分の利得が所望のレベル以上となるような）範囲内の角度であればよいが
、より好ましくは、第一地板に対して第二地板が垂直或いは垂直に近い配置関係であると
よい。
【００１９】
　次に、請求項２に記載の発明は、請求項１に記載のアンテナ装置であって、高周波回路
基板には、複数の高周波送受信回路が形成されている。そして、各高周波送受信回路にお
ける、給電ラインと第一地板との接続点である給電点の各々、及びグランドラインと第二
地板との接続点であるグランド接続点の各々は、いずれも、第一地板の板面に平行で且つ
第二地板の板面に平行な方向である基板水平方向において、離間するように配置されてい
る。
【００２０】
　つまり、複数の高周波送受信回路における各給電点は、基板水平方向において互いに離
間しており、各グランド接続点も、基板水平方向において互いに離間している。
　このように、複数の高周波送受信回路を備えて且つ各給電点及び各グランド接続点がそ
れぞれ基板水平方向に離間された構成となっていることで、第二地板において、複数の高
周波送受信回路毎に、基板水平方向における異なる位置でそれぞれ上記垂直方向の励振電
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流を発生させることができる。これにより、例えば垂直偏波に対する空間ダイバーシティ
アンテナとしての機能を実現させることができたり、例えばＭＩＭＯ（Multiple Input M
ultiple Output）のような複数のアンテナを用いて高速通信を可能とするような通信方式
を実現することができる。そのため、装置全体の小型化と、移動体通信やマルチパスフェ
ージングに対応可能な良好な通信性能との両立が可能な、小型且つ高性能のアンテナ装置
を提供することができる。
【００２１】
　次に、請求項３に記載の発明は、請求項２に記載のアンテナ装置であって、高周波回路
基板には、少なくとも２つの高周波送受信回路が形成されている。そして、その２つの高
周波送受信回路における各グランド接続点の一方は、高周波回路基板における基板水平方
向の両端のうち一端を含む所定の第１端部領域内に配置され、各グランド接続点の他方は
、上記両端のうち他端を含む所定の第２端部領域内に配置されている。
【００２２】
　つまり、２つの高周波送受信回路における各グランド接続点を、それぞれ、高周波回路
基板の端部近傍に配置するのであり、このようにすることで、両端それぞれにおいて上記
垂直方向の励振を必要十部に発生させることができ、各高周波送受信回路を介してそれぞ
れ垂直偏波の電波の送受信を良好に行うことができる。
【００２３】
　なお、第１端部領域及び第２端部領域をそれぞれどのように設定するかは適宜考えられ
るが、各端部においてそれぞれ発生する上記垂直方向の励振電流が所望のレベルとなるよ
う、即ち上記垂直方向の偏波成分の電波を良好に送受信できるような領域に設定すればよ
い。
【００２４】
　次に、請求項４に記載の発明は、請求項１～請求項３の何れか１項に記載のアンテナ装
置であって、高周波回路基板には、少なくとも、外部機器から高周波送受信回路の動作用
電源を供給するための外部電源線、及び外部機器のグランドと接続された外部グランド線
が接続されている。
【００２５】
　そして、当該アンテナ装置は、上記絶縁状態を実現するためのインピーダンス素子を備
えている。即ち、外部電源線及び外部グランド線のうち少なくとも外部グランド線におい
て、インピーダンス素子が直列に接続されている。このインピーダンス素子は、少なくと
も送受信信号の周波数の信号に対するインピーダンスが所定の高インピーダンス値以上で
あって少なくとも直流に対してはその高インピーダンス値よりも低い所定の低インピーダ
ンス値以下であるような素子である。
【００２６】
　上記構成のアンテナ装置では、高周波回路基板が外部グランド線と物理的に接続されて
いるものの、その外部グランド線にはインピーダンス素子が直列に挿入（直列接続）され
ているため、高周波回路基板と外部機器のグランドとは、直流的には導通状態であるもの
の高周波領域では（即ち少なくとも上記送受信信号の周波数の領域では）高いインピーダ
ンスとなって両者間が絶縁状態であるとみなせる。
【００２７】
　そのため、高周波回路基板と外部機器のグランドとの高周波領域での絶縁（延いては高
周波回路基板の第二地板と第一地板との高周波領域での絶縁）を容易且つ確実に実現する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】第１実施形態の無線通信モジュールの概略構成を表す構成図である。
【図２】無線通信モジュールを構成する高周波送受信回路の具体的回路構成を表す構成図
である。
【図３】無線通信モジュールを構成するアンテナの特性（指向性及びＶＳＷＲ）を説明す
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るための説明図である。
【図４】無線通信モジュールを構成するアンテナの特性（電流分布）を説明するための説
明図である。
【図５】無線通信モジュールの他の構成例を表す構成図である。
【図６】無線通信モジュールの他の構成例を表す構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下に、本発明の好適な実施形態を図面に基づいて説明する。
　［第１実施形態］
　本発明のアンテナ装置が適用された実施形態の無線通信モジュール１は、図示しない車
両のルーフ上に配置されて例えばＧＰＳや車車間通信などの無線通信に用いられるもので
あり、図１に示すように、車両のルーフ上に固定して設置された導体からなる第一地板２
と、この第一地板２の上に配置された高周波回路基板３とを備えてなるものである。
【００３０】
　第一地板２は、当該無線通信モジュール１全体のグランドであり、車両のルーフ（導体
）と電気的に接続され、車両導体と同電位となっている。
　高周波回路基板３は、主として、ベースバンド回路５と、第１高周波送受信回路６と、
第２高周波送受信回路７とが形成されてなるものである。これら各回路５，６，７は、高
周波回路基板３を構成する誘電体基板の一方の面に形成されている。そして、誘電体基板
の他方の面に、上記各回路５，６，７のグランド（接地電位）となる第二地板４が、その
他方の面のほぼ全面に形成されている。
【００３１】
　図１は、高周波回路基板３をその一方の面側（表側）から見た状態を示しており、よっ
てその一方の面側に形成されている各回路５，６，７が図示されている。そして、図１に
おいて直接は図示されない他方の面側（裏側）に、導体からなる第二地板４が形成されて
いる。
【００３２】
　高周波回路基板３は、その板面が第一地板２の板面に対して垂直になるように、即ち高
周波回路基板３の第二地板４の板面が第一地板２の板面に対して垂直になるように、第一
地板２の上に配置されている。尚、高周波回路基板３は、第一地板２とは接触しておらず
、第一地板２に対して垂直方向に所定距離だけ離間して配置されている。
【００３３】
　第１高周波送受信回路６及び第２高周波送受信回路７は、高周波回路基板３における基
板水平方向の両端部に形成されている。尚、基板水平方向とは、第一地板２の板面に平行
で且つ第二地板４の板面に平行な方向である。
【００３４】
　即ち、第１高周波送受信回路６は、高周波回路基板３の両端のうち一端（図１の左側の
端部）を含む所定の第１端部領域１６内に形成されている。この第１端部領域１６は、高
周波回路基板３における基板水平方向の中心部から一端側に所定距離以上離れている領域
である。
【００３５】
　また、第２高周波送受信回路７は、高周波回路基板３の両端のうち他端（図１の右側の
端部）を含む所定の第２端部領域１７内に形成されている。この第２端部領域１７は、高
周波回路基板３における基板水平方向の中心部から他端側に所定距離以上離れている領域
である。
【００３６】
　そして、当該無線通信モジュール１からの電波の送受信は、給電回路としての、上記第
１高周波送受信回路６及び第２高周波送受信回路７を介して行われる。即ち、第１高周波
送受信回路６は、不平衡給電によって給電を行うよう構成されており、その不平衡給電に
おける給電ライン２３は第一地板２に接続され、グランドライン２４は高周波回路基板３
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の第二地板４に接続されている。
【００３７】
　尚、ここでいう垂直方向とは、第一地板２の板面に対して垂直な方向であり、これは即
ち、車両の走行路の路面に対して垂直な方向でもある。そのため、高周波回路基板３の第
二地板４は、走行路の路面に対して垂直に配置されていることになる。
【００３８】
　第１高周波送受信回路６におけるグランドライン２４と第二地板４との接続点（グラン
ド接続点）は、第１端部領域１６内にある。また、給電ライン２３と第一地板２との接続
点（即ち給電点）も、基板水平方向において上記第１端部領域１６に相当する範囲内にあ
る。
【００３９】
　この第１高周波送受信回路６は、いわゆるＲＦ回路としての機能を備えており、ベース
バンド回路５から第１電源ライン２１によって供給される電源によって動作し、ベースバ
ンド回路５から第１信号ライン２２によって伝送されてきた送信データを変調・周波数変
換等して送信信号として給電ライン２３へ出力する。これにより、その送信信号は電波と
して無線送信されることとなる。逆に、電波にて受信されて第１高周波送受信回路６に入
力された受信信号は、第１高周波送受信回路６において受信データに復調され、その受信
データが第１信号ライン２２を介してベースバンド回路５へ入力される。
【００４０】
　本実施形態では、通常のアンテナではアンテナ素子（エレメント）に接続する給電ライ
ン２３を、第一地板２に接続している。そのため、第一地板２に対して高周波回路基板３
の第二地板４が高周波的に浮いた状態となり、給電ライン２３から第一地板２への給電に
よって、高周波回路基板３の第二地板４の電位が変動する。これにより、第二地板４にお
いて、グランドライン２４の接続部近傍に垂直方向の電流が励振され、その励振電流によ
って、別途アンテナ素子を設けることなく、アンテナとしての機能が実現される。
【００４１】
　尚、その励振電流は、主には垂直方向の電流成分であり、よって垂直偏波の電波を良好
に送受信可能である。つまり、本実施形態の無線通信モジュール１においては、高周波回
路基板３の第二地板４を用いた垂直モノポールが形成されていると見なすことができる。
但し、垂直方向だけでなく、基板水平方向や斜め方向の電流成分も励振される。そのため
、垂直偏波以外にも、水平偏波や斜め偏波などの電波についても送受信することは可能で
ある。
【００４２】
　第２高周波送受信回路７も、第１高周波送受信回路６と同様の構成であって、いわゆる
ＲＦ回路としての機能を備えており、ベースバンド回路５から第２電源ライン２６によっ
て供給される電源によって動作し、ベースバンド回路５から第２信号ライン２７によって
伝送されてきた送信データを変調・周波数変換等して送信信号として給電ライン２８へ出
力する。これにより、その送信信号は電波として無線送信されることとなる。逆に、電波
にて受信されて第２高周波送受信回路７に入力された受信信号は、第２高周波送受信回路
７において受信データに復調され、その受信データが第２信号ライン２７を介してベース
バンド回路５へ入力される。
【００４３】
　この第２高周波送受信回路７の内部構成は、図２に示す通りであり、給電ライン２８を
送信側又は受信側の何れかに切り換えるためのアンテナスイッチ３１と、受信信号（ＲＸ
）を増幅するローノイズアンプ（ＬＮＡ）３２と、その増幅後の受信信号から所定の使用
周波数成分（電波にて送受信される送受信信号（送信信号及び受信信号）が占める周波数
帯域の成分）を抽出するバンドパスフィルタ（ＢＰＦ）３３と、そのＢＰＦ３３を通過し
た受信信号を、その周波数よりも低い所定の中間周波数に周波数変換（ダウンコンバート
）する周波数変換器３４と、そのダウンコンバート後の受信信号を復調して受信データ（
ベースバンド信号）を出力する復調器３５と、ベースバンド回路５から入力された送信デ
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ータ（ベースバンド信号）を上記中間周波数の送信信号に変調する変調器３７と、その変
調された送信信号を電波にて送信すべき所定の使用周波数の送信信号に周波数変換（アッ
プコンバート）する周波数変換器３８と、そのアップコンバート後の送信信号から上記使
用周波数成分を抽出するＢＰＦ３９と、そのＢＰＦ３９を通過した送信信号を増幅するパ
ワーアンプ（ＰＡ）４０と、各周波数変換器３４，３８における周波数変換に用いられる
局発信号を生成するＰＬＬシンセサイザ３６と、を備えている。
【００４４】
　そして、既述の通り、アンテナスイッチ３１に接続された給電ライン２８は、第一地板
２に接続され、第２高周波送受信回路７のグランドライン２９は、高周波回路基板３の第
二地板４に接続される。
【００４５】
　尚、第１高周波送受信回路６の内部構成も、図２に示した第２高周波送受信回路７の内
部構成と同じである。
　図１に戻って説明を続ける。ベースバンド回路５は、車両内に設けられた外部機器（例
えばナビＥＣＵ等の、無線通信モジュール１を介した無線通信を制御する機器）１０との
間で、外部電源線１１、外部グランド線１２、及び外部信号線１３によって接続されてい
る。
【００４６】
　このうち外部電源線１１は、高周波回路基板３に形成された各回路５，６，７の動作用
電源を供給するためのものであり、外部機器１０からこの外部電源線１１を介してその動
作用電源が供給される。尚、この動作用電源は本実施形態では直流電源である。より具体
的には、外部電源線１１は高周波回路基板３においてベースバンド回路５に接続され、こ
のベースバンド回路５へ直流電源が入力される。そして、その入力された直流電源は、ベ
ースバンド回路５の動作用電源になると共に、このベースバンド回路５から各電源ライン
２１，２６を介して２つの高周波送受信回路６，７にも入力され、これら各高周波送受信
回路６，７の動作用電源としても用いられる。
【００４７】
　また、外部信号線１３は、第１高周波送受信回路６及び第２高周波送受信回路７によっ
て送受信されるデータ（送信データ、受信データ）が伝送される。即ち、外部機器１０か
ら伝送されてきた送信データは、ベースバンド回路５にて所定の処理が行われた上で、各
信号ライン２２，２７を介して各高周波送受信回路６，７へ出力される。これにより、そ
の送信データは各高周波送受信回路６，７にてそれぞれ変調・周波数変換等されて、各給
電ライン２３，２８等を介して電波にて送信されることとなる。
【００４８】
　一方、電波にて受信されて各高周波送受信回路６，７に入力された受信信号は、各高周
波送受信回路６，７にてそれぞれ周波数変換・復調等されて受信データ（ベースバンド信
号）となり、各信号ライン２２，２７を介してベースバンド回路５に入力される。そして
、その入力された各受信データは、ベースバンド回路５において所定の処理（例えば最大
比合成法による処理など）が行われた上で、外部信号線１３を介して外部機器１０へ伝送
される。
【００４９】
　尚、最大比合成法とは、各高周波送受信回路６，７からの受信信号の位相を合わせてそ
の強度に応じた重み付け合成を行うものであり、空間ダイバーシティ方式を具体的に実現
するための手法の１つとしてよく知られているものである。また、送受信回路を複数備え
ていることから、ＭＩＭＯに図１及び図２に示すように、外部機器１０側においてはその
外部機器１０のグランドと接続されており、高周波回路基板３においてはベースバンド回
路５からグランド接続線１４を介して当該高周波回路基板３の第二地板４に接続されてい
る。つまり、外部機器１０のグランドと高周波回路基板３の第二地板４とは、外部グラン
ド線１２を介して電気的に接続された状態となっている。また、図示は省略したものの、
外部機器１０のグランドは第一地板２と接続されているため、高周波回路基板３の第二地
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板４と第一地板２とは電気的に接続されていることになる。
【００５０】
　但し、図１に示すように、無線通信モジュール１内において、この外部グランド線１２
には、ベースバンド回路５との接続部近傍にインピーダンス素子としてのコイルＬ２が直
列に接続されている。このコイルＬ２は、各高周波送受信回路６，７を介して電波にて送
受信される送受信信号（送信信号及び受信信号）が占める周波数帯域（高周波領域）で十
分高いインピーダンス（例えば所定の高インピーダンス値以上のインピーダンス）となる
ようなインダクタンス値を有するものである。
【００５１】
　そのため、第二地板４と外部機器１０のグランドとの間（延いては第二地板４と第一地
板２との間）は、高周波領域では絶縁された状態となり、直流に対しては導通した状態と
同等、即ち上記高インピーダンス値よりも低い所定の低インピーダンス値以下となる。
【００５２】
　また、本実施形態では、無線通信モジュール１内において、外部グランド線１２と外部
電源線１１との間にバイパスコンデンサＣ１が接続され、外部グランド線１２と外部信号
線１３との間にもバイパスコンデンサＣ２が接続されている。そのため、外部電源線１１
及び外部信号線１３にも、外部グランド線１２と同様に、インピーダンス素子が直列接続
されている。即ち、外部電源線１１にはコイルＬ１が直列接続され、外部信号線１３にも
コイルＬ３が直列接続されている。このように、外部グランド線１２とバイパスコンデン
サによって接続されている他の各線にもインピーダンス素子を設けることで、高周波回路
基板３の第二地板４と第一地板２との絶縁状態をより確実に維持するようにしている。
【００５３】
　このように構成された本実施形態の無線通信モジュール１の、アンテナとしての特性例
を、図３に示す。図３（ａ）は、本実施形態の無線通信モジュール１の指向性特性やＶＳ
ＷＲを計測するためのモデルであり、第一地板４４上に第二地板４１が垂直に立設され、
その一端側に給電回路４２を設けた構成を設定している。尚、このモデルでは、選択式空
間ダイバーシティを想定し、一方のアンテナのみが機能している状態を想定している。そ
のため、第二地板４１の他端は５０Ωの終端抵抗４３を接続した構成となっている。また
、使用電波の周波数を例えば３１２ＭＨｚに設定し、第二地板４１の幅（基板水平方向の
長さ）ｄは使用電波の波長の約１／２である４８０ｍｍとし、第二地板４１の高さ（垂直
方向の長さ）ｈはその波長の約１／４である２４０ｍｍとした。
【００５４】
　このようなモデルのアンテナ装置の指向性（垂直偏波成分に対する水平面指向性）を測
定した結果、図３（ｂ）に示すような指向性が得られた。また、ＶＳＷＲの測定結果は図
３（ｃ）に示す通りとなった。尚、図３（ｂ）に示す２つの指向性特性図は、第二地板４
１における給電回路４２の位置と終端抵抗４３の位置を入れ替えたものである。
【００５５】
　図３（ｂ）からわかるように、一部方向においてヌル点が発生しているものの、全体と
して良好な指向特性が得られている。そのため、第二地板４１の両端に給電回路を設ける
ことによって（即ち図１に示したような無線通信モジュール１を構成することで）、空間
ダイバーシティとしての良好な性能を発揮させることができる。
【００５６】
　また、図３（ｃ）に示すＶＳＷＲの計測結果からわかるように、使用周波数である３１
２ＭＨｚ近傍においては、ＶＳＷＲは３以下と良好な性能となっており、このことからも
、本実施形態の無線通信モジュール１のアンテナとしての性能が良好であることがわかる
。
【００５７】
　また、図３（ａ）に示すモデルにおける電流分布のシミュレーション結果を、図４に示
す。図４に示すように、給電回路４２が設けられた端部側において、垂直方向の強い電流
成分と水平方向の強い電流成分とが発生していることがわかる。このシミュレーション結
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果は、本アンテナ装置（無線通信モジュール１）が、垂直偏波及び水平偏波の両偏波成分
を良好に送受信できることを裏付けるものである。
【００５８】
　以上説明した本実施形態の無線通信モジュール１によれば、各高周波送受信回路６，７
からの各給電ライン２３，２８は第一地板２に接続して各グランドライン２４，２９は高
周波回路基板３の第二地板４に接続するという簡素な構成で、別途アンテナ素子を設ける
ことなく垂直偏波モノポールが実現され、垂直偏波を良好に送受信することができる。そ
のため、設計や構成の複雑化を抑制しつつ、効果的に無線通信モジュール１全体の小型化
を実現することが可能となる。また、垂直偏波だけでなく水平偏波や斜め偏波成分につい
ても送受信することが可能である。
【００５９】
　また、各高周波送受信回路６，７をそれぞれ高周波回路基板３の両端に形成してそれぞ
れ両端部で給電するようにしているため、両者の間隔（詳しくは各グランド接続点の間隔
）を適宜設定することで、空間ダイバーシティ或いはＭＩＭＯなど、複数のアンテナを用
いた無線通信方式にも対応することができる。そのため、モジュール全体の小型化と、移
動体通信やマルチパスフェージングに対応可能な良好な通信性能との両立を実現すること
ができる。
【００６０】
　更に、高周波回路基板３は外部グランド線１２と物理的に接続されているものの、その
外部グランド線１２にはインピーダンス素子（コイルＬ２）が直列接続されているため、
高周波回路基板３と外部機器１０のグランドとは、直流的には導通状態であるものの高周
波領域では高いインピーダンスとなって両者間を絶縁状態に維持することができる。しか
も、外部電源線１１及び外部信号線１３にも、同様にインピーダンス素子が直列接続され
ている。そのため、高周波回路基板３と外部機器１０のグランドとの高周波領域での絶縁
（延いては高周波回路基板３の第二地板４と第一地板２との高周波領域での絶縁）を容易
且つ確実に実現することができる。
【００６１】
　［変形例］
　以上、本発明の実施の形態について説明したが、本発明の実施の形態は、上記実施形態
に何ら限定されるものではなく、本発明の技術的範囲に属する限り種々の形態を採り得る
ことはいうまでもない。
【００６２】
　例えば、高周波回路基板において複数の高周波送受信回路を具体的にどの位置に配置す
るかは適宜考えられ、例えば図５に示す無線通信モジュール６０のように、高周波回路基
板６１における両端のうち一端側には図１と同様に第１高周波送受信回路６を設け、他端
側については、高周波回路基板６１における垂直方向の上端側に第２高周波送受信回路７
を設けるようにしてもよい。この場合、第２高周波送受信回路７からの給電ライン６５を
具体的にどのように構成するかは種々考えられ、例えば回路基板６１上ではマイクロスト
リップにて形成するようにしてもよい。
【００６３】
　また、高周波送受信回路からの出力インピーダンスが適切に調整できない場合は、例え
ば図６に示すように、各高周波送受信回路６，７からの給電ラインにそれぞれ整合回路７
２，７４を設け、これによりインピーダンス整合を行うようにしてもよい。即ち、各給電
ライン７３，７５は、それぞれ対応する整合回路（７２，７４）を介して第一地板２に接
続される。
【００６４】
　また、上記実施形態では、ベースバンド回路５と各高周波送受信回路６，７との間では
ベースバンド信号が伝送される構成とし、各高周波送受信回路６，７においてそれぞれ、
送信データの変調及び受信データの復調を行うような構成としたが、このような回路構成
はあくまでも一例に過ぎない。例えば、変調器３７及び復調器３５を各高周波送受信回路
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６，７の外に形成するようにしてもよい。勿論、ベースバンド回路５内に変調器３７、復
調器３５を備えるようにしてもよい。
【００６５】
　また、高周波回路基板３にベースバンド回路５及び２つの高周波送受信回路６，７が形
成された上記実施形態の構成はあくまでも一例であり、高周波回路基板３において具体的
にどのような回路等を形成するかは適宜決めることができる。例えば、ベースバンド回路
５はこの高周波回路基板３とは別に設けるようにしてもよい。また、その場合、高周波回
路基板３に形成する各高周波送受信回路６，７の構成についても適宜考えられ、例えば、
復調器３５及び変調器３７についてもベースバンド回路５と共に高周波回路基板３とは別
に設けるようにしてもよい。
【００６６】
　また、上記実施形態では、外部電源線１１と外部グランド線１２との間にバイパスコン
デンサＣ１が接続され、外部グランド線１２と外部信号線１３との間にもバイパスコンデ
ンサＣ２が接続されているため、インピーダンス素子（上記例ではコイル）についてもこ
れら各線１１，１２，１３それぞれに直列接続するようにした。しかし、このように外部
電源線１１，外部グランド線１２，及び外部信号線１３の全てにインピーダンス素子を接
続するのはあくまでも一例であり、例えば外部グランド線１２と外部信号線１３との間に
バイパスコンデンサＣ２が接続されていない場合は、外部信号線１３に対するコイルＬ３
の接続は必須ではない。
【００６７】
　また、第一地板２と第二地板４との間の高周波領域での絶縁を確保するための具体的手
法として各コイルＬ１，Ｌ２，Ｌ３を接続する構成を採用したことも一例に過ぎず、第一
地板２と第二地板４との間で高周波領域での絶縁が確保できる限り、それを具体的にどの
ようにして実現するかについては適宜決めることができる。
【００６８】
　また、上記実施形態は、基板の両端にそれぞれ高周波送受信回路６，７が形成された構
成を示したが、一つの高周波送受信回路からなる無線通信モジュールを構成してもよいし
、逆に３つ以上の高周波送受信回路からなる無線通信モジュールを構成してもよい。
【００６９】
　また、上記実施形態では、高周波回路基板３の第二地板４の板面が第一地板２の板面に
対して垂直になるように配置された構成であったが、このように第一地板２の板面に対す
る第二地板４の板面の角度を垂直とすることは必須ではなく、双方の板面が交差するよう
な（即ち平行ではなく所定の角度をなすような）配置関係であればよい。そのような配置
関係である限り、垂直偏波の送受信は可能である。また、双方がなす角度についても、垂
直偏波成分を良好に送受信（例えば垂直偏波に対する利得が所望のレベル以上になるよう
に）できるなど、無線通信モジュールとしての所望の性能を実現できる限り、適宜決める
ことができる。
【００７０】
　但し、アンテナの設計や製造等の面で、垂直偏波に対する良好な性能を効率的に得られ
るようにするためには、上記実施形態のように垂直となるような配置関係、或いは垂直に
近い配置関係とするのが好ましい。
【符号の説明】
【００７１】
　１，６０，７０…無線通信モジュール、２…第一地板、３，６１，７１…高周波回路基
板、４，４１…第二地板、５…ベースバンド回路、６…第１高周波送受信回路、７…第２
高周波送受信回路、１０…外部機器、１１…外部電源線、１２…外部グランド線、１３…
外部グランド線、１３…外部信号線、１４…グランド接続線、１６…第１端部領域、１７
…第２端部領域、２１…第１電源ライン、２２…第１信号ライン、２３，２８，６５，７
３，７５…給電ライン、２４，２９…グランドライン、２６…第２電源ライン、２７…第
２信号ライン、３１…アンテナスイッチ、３２…ＬＮＡ、３３，３９…ＢＰＦ、３４，３



(12) JP 2012-249089 A 2012.12.13

８…周波数変換器、３５…復調器、３６…ＰＬＬシンセサイザ、３７…変調器、４０…Ｐ
Ａ、４２…給電回路、４３…終端抵抗、７２、７４…整合回路、Ｃ１，Ｃ２…バイパスコ
ンデンサ、Ｌ１，Ｌ２，Ｌ３…コイル
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